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研究成果の概要（和文）：介護予防教室の終了後には多くの高齢者が運動を中止してしまう。そのため、本ラン
ダム化比較試験では、運動日誌を用いたセルフモニタリングや支援者からのメッセージ等を含む郵送支援法によ
り、長期的な運動継続が可能かどうかを検討した。運動継続は、筋力運動2セット/週以上、3.5 METs以上のウォ
ーキング150分/週以上を満たす割合で評価した。3ヵ月間の運動教室終了から1年間の運動継続率は、郵送支援群
（78名）で46.2%、非郵送支援群（78名）で6.4%であり（P < 0.001）、郵送支援を受けることにより長期的な運
動継続が促される可能性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：Many older adults stop exercising after termination of an exercise class. 
Therefore, this randomized controlled study aimed to examine the effect of a mailing support 
program, which included an exercise diary to facilitate self-monitoring and receive feedback, on 
long-term exercise adherence in older adults. Exercise adherence was assessed as a proportion of 
participants who achieved strength training for 2+ sets/week and walking exercise (3.5 METs) for 150
+ min/week. One-year exercise adherence after the end of a 3-month exercise class was 46.2% in the 
mailing support group (n = 78) and 6.4% in the non-mailing support group (n = 78). The result 
suggests that the mailing support program can facilitate long-term exercise adherence in older 
adults.

研究分野： 健康増進学
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１．研究開始当初の背景 
高齢者における運動が様々な効果を有す

ることは明らかであるが（American College of 
Sports Medicine, 2009）、未だに運動効果の検

証研究が国内外で主流となっている。一方、

自治体が全国的に開催している短期間（3～6
ヵ月間）の介護予防教室では、教室終了から

3～6 ヵ月後に約 50%が運動を中止し（Simek 
et al., 2012）、体力改善効果の残存期間は 1 年

未満（Yamada et al., 2012）であることが示唆

されており、運動の継続方法については有効

策を見いだせていない（種田，2009）。 
研究代表者らは 1990 年から 23 年間にわた

り、高齢者の運動や体力について 100 編以上

の原著・総説論文等を国内外で報告してきて

きた（Seino & Tanaka et al., 2012 ほか）。近年、

研究代表者らは転倒予防を目的とした長期

ランダム化比較試験を展開している中で

（Okubo & Tanaka et al., 2016）、教室終了後に

毎月郵送される運動日誌に簡単なメッセー

ジを記入して郵送することにより、1 年後の

運動継続率が高く維持される可能性を見出

した。 
もし郵送により自宅での運動継続を支援

し、介護予防教室の体力改善効果を長期間持

続させることができれば、自治体の介護予防

事業および介護費用の削減に貢献し、介護予

防研究を発展させる可能性がある。しかしな

がら、そのような取り組みの有効性は検討さ

れていない。 

 
２．研究の目的 
本研究では、介護予防教室の終了後、運動

日誌を用いたセルフモニタリングや支援者

からのメッセージ等、運動継続を促す郵送支

援法により、その後 2 年間の長期的な運動継

続および改善した体力の保持が可能かどう

かを長期ランダム化比較試験により検討す

ることを目的とした。 

 
３．研究の方法 
（1）対象者 
参加者の募集 
 2014 年 9 月、茨城県県南地区の住民に配布

される地域情報紙に募集記事を記載し、電話

により応募378名のうち、①65歳以上の男女、

②要支援・要介護認定を受けていない者、③

医師から運動を制限されていない者、④普段

ほとんど運動を実践していない者、⑤補助具

なしで歩ける者とした。応募者には運動状況

等を把握するための質問紙を配布し、①定期

的な運動習慣（3.5 Mets 以上の運動を週 150
分以上または週 2 回以上の筋力運動）を有す

る者、②過去 1 年間に他の研究への参加歴を

有する者、あるいは他の研究に参加予定の有

る者、③質問紙の未記入者、199 名を除外し、

残る 179 名を対象とした。測定データの収集

および運動教室は、すべて筑波大学でおこな

った。 
研究説明会を開催し、すべての対象者に、

研究の目的や調査内容を説明し、書面にてデ

ータ使用の同意を得た。本研究は、筑波大学

体育系研究倫理委員会の承認を受けた（承認

日：平成 26 年 8 月 7 日．課題番号：体 26-38）。
なお、同年 9 月に、臨床試験登録システム

（UMIN-CTR）を利用して本研究の試験内容

を公表した（UMIN000015099）。 
（2）運動教室 
 1 回 90 分の運動教室を計 12 週間（全 12 回）

開催した。運動プログラムは、準備運動（15
分）、主運動（60 分）、整理運動（15 分）の

計 90 分で構成した。本研究は、自宅での運

動習慣の獲得・継続を目的としたため、自宅

での実践性に優れる運動プログラムとして

筋力運動とウォーキングを提供した。筋力運

動は、トゥーレイズ（前脛骨筋）、カーフレ

イズ（下腿三頭筋）、ニーアップ（大腰筋）、

レッグサイドレイズ（大臀筋）、スクワット

（大腿四頭筋）とし、すべて自重負荷による

筋力運動を提供した。筋力運動の反復回数は、

1 セットあたり 20 回とした。ウォーキングは

4 段階のウォーキングスピード（約 9 分/km、

約 9.5 分/km、約 10 分/km、約 10.5 分/km）を

設定し、体調と体力に応じて参加者が選択す

るよう導いた。ウォーキング時間は、約 40
分（ただし、第 1 回目は 30 分）とした。ま

た、運動日誌を参加者に配布し、運動教室で

習得した筋力運動とウォーキングの実践状

況を記録するように求めた。 
（3）ランダム割付および介入内容 

3 ヵ月間の運動教室に参加した対象者を運

動教室期間中の運動実践率、出席率、性、年

齢で層化した上で、郵送支援（ mailing 
program: MP）群（78 名）と非郵送支援（No 
mailing program: NMP）群（78 名）の 2 群に

ランダムに割り付けた。 



MP 群には運動教室終了後に、自宅運動の

長期間継続化をサポートするために、運動日

誌へのコメント（激励、称賛、助言等）や運

動新聞を活用した健康情報の提供等による

郵送支援を 12 ヵ月提供した。具体的には、

MP 群の参加者にウォーキングと筋力運動の

実践状況を記録した運動日誌を支援者（運動

教室のスタッフ）に毎月郵送するよう求め、

支援者は簡単なフィードバックメッセージ

を記入して MP 群の参加者に郵送した。運動

新聞には、①支援者からのあいさつ、②運動

に関する科学的情報、③運動目標達者リスト、

④参加者の声、⑤お知らせを掲載した。 
NMP 群と対照群には教室終了後から 3 ヵ

月目、6 ヵ月目、9 ヵ月目、12 ヵ月目にあい

さつと睡眠や食事に関する一般的な健康情

報のみを掲載した健康新聞を郵送した。 
（4）測定項目 
主要評価項目は、運動アドヒアランスとし、

推奨された運動の継続率から評価した。推奨

運動量は筋力運動 2 セット/週以上、ウォーキ

ングは速歩（約 3.5 METs 以上）で 150 分/週
以上とした。 
副次評価項目である体力は、Rikli and Jones

の Senior Fitness Tests に基づき、上肢筋力（連

続上腕屈伸）、下肢筋力（30 秒椅子立ち上が

り）、上肢柔軟性（バックスクラッチ）、下肢

柔軟性（長座位体前屈）、敏捷性・動的バラ

ンス（アップアンドゴー）、全身持久力（6
分間歩行）を、教室終了時、1 年後および 2

年後の追跡調査において測定した。 

（5）統計解析 
運動教室中（3ヵ月間）と教室終了後（1年

間）の運動実践率の群間比較にはχ2 testを適用

した。各群の運動教室中・終了後の運動実践

率の変化の検討にはMcNemar検定を施した。

体力評価ではIntention-to-treat (ITT) 解析をお

こなうため、欠損値は多重代入方法（マルコ

フ連鎖モンテカルロ法，20回）を用いて補完

した。教室前・後、1年後、2年後までのMP群
とNMP群の体力について二元配置分散分析を

用いて群×時間の交互作用を検定した。すべ

ての統計処理には統計解析ソフトIBM SPSS 
Statistics Version 24を用い、統計的有意水準は

5%とした。 
 

４．研究成果 

本研究は教室終了後のランダム化総 156 名

であり、1年後追跡調査に 78.8%（MP群 84.6％、

NMP 群 73.1％）、2 年後追跡調査に 55.1%（NP
群 55.1％、NMP 群 55.1％）が参加した。 
（1）運動継続率の比較 

運動教室中の運動実践率は MP 群が 42.3%
（33 名）、50.0%（39 名）で有意な差はなか

った（P = 0.335）（図 1）。教室終了後 1 年間

の運動実践率は MP 群が 46.2%（36 名）と維

持している（P = 0.648）一方、NMP 群は 6.4%
（5 名）と有意に減少していた（P < 0.001）。
教室終了から 1 年間の運動継続率は、NMP
群に比べ、MP 群で有意に高く維持されてお

り（P < 0.001）、郵送支援が高齢者の長期的

な運動継続に有効であることが示唆された。

また郵送支援が終了した後の残存効果につ

いても検討するため、1 年後から 2 年後の運

動実践についても追跡調査が完了したが、現

在データ整理中であるため、今後原著論文と

して報告する予定である。 

図 1. 教室中および教室終了後の運動継続状

況の群間比較 
 

（2）教室終了後の体力の状況 
MP 群と NMP 群の体力を教室終了時、1 年

後、2 年後で比較した結果、全身持久力（6
分間歩行）、上肢筋力（上腕屈伸）、下肢筋力

（椅子立ち上がり）、上肢の柔軟性（バック

スクラッチ）、下肢の柔軟性（座位体前屈）、

敏捷性・動的バランス（アップアンドゴー）

の全ての項目において MP 群と NMP 群の体

力について有意な交互作用（群×時間）はみ

られなかった（図 2）。運動継続率が両群で異

なるにも関わらず、体力に違いがなかった理

由として、非監視下で長期間実践された MP
群の運動強度が不十分だった可能性や NMP
群も異なる運動を実践していた可能性が考

えられる。 
 

42.3 46.250.0

6.40

10

20

30

40

50

60

運動教室中
（3ヵ月間）

教室終了後
（１年間）

郵送支援群 非郵送支援群

P = 0.335 P < 0.001
推
奨
運
動
達
成
率
（
％
）



 
図 2. 教室前後および 1・2年後の全身持久性

体力の群間比較 
 

（3）郵送支援の有効要因 
郵送支援を受けた高齢者を対象としたイ

ンタビューと質問紙による調査では、運動日

誌への毎日の記入（95％）および運動新聞か

ら運動に関する科学的情報を入手すること

（93％）を、郵送支援が運動継続に有効な理

由としてみなされていることが明らかにな

った。 
（4）今後の予定 

今後は、運動教室終了から 2 年目の運動継

続状況についてのデータを整理・解析し、原

著論文として国際的な学術誌に投稿する予

定である。また、郵送支援に関する心理社会

的効果、費用対効果についても解析を施し、

研究成果を発信していく予定である。 
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